尾道市社会福祉法人指導監査実施要領を次のように定める。
平成２５年６月１日
　　　　　　　　　　　　尾道市長　平　谷　祐　宏　　
尾道市社会福祉法人指導監査実施要領
（目的）
第１条　この要領は、尾道市社会福祉法人指導監査実施要綱（平成２５年６月１日制定。以下「要綱」という。）第１２条の規定により社会福祉法人（以下「法人」という。）に対する指導監査の実施に関して必要な事項を定めるものとする。
（指導監査の実施方法等）
第２条　指導監査の実施は、実地に行うものとし、法人の事務所、施設その他法人の業務に直接関係のある場所において実施するものとする。
２　広島県が所管する社会福祉施設を経営する法人の指導監査について
は、広島県の所管課と必要に応じて情報交換等を行い、連携して実施す
るものとする。
（指導監査調書等）
第３条　要綱第５条第３項の指導監査調書は、法人に所要事項を記入させ、２部提出させるものとする。
２　前項の指導監査調書以外に法人から提示又は提出を求める資料は、別表のとおりとする。
（実施計画の策定）

第４条　要綱第６条の実施計画は、創設監査及び一般監査について法人ごとにこの条に定めるところより年度当初策定するものとする。

２　指導監査対象法人の選定は、次のとおり行う。

(1)　法人が次のア又はイを満たさない場合は、当該法人に対する今年度の指導監査を行う。
ア　法人本部の運営について法令及び通知等（法人に係るものに限る。）に照らし、特に大きな問題が認められないこと。

イ　当該法人が経営する施設及び法人の行う事業について、施設基準・運営費や報酬の請求等に特に大きな問題が認められないこと。
(2)　前年度及び前々年度に指導監査の対象となった法人が前号ア及びイを満たす場合には、当該法人に対する今年度の指導監査は行わない。
(3)　前年度及び前々年度に指導監査の対象とならなかった法人が第１号ア及びイを満たすが、次のア又はイを満たさない場合には、当該法人に対する今年度の指導監査を行う。
ア　次の(ｱ)から(ｳ)までのいずれかに該当し、当該法人の財務の状況の透明性及び適正性並びに当該法人の経営組織の整備及びその適切な運用が確保されていること。
　(ｱ)　 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という。）第３６条第２項及び第３７条に基づく会計監査人設置法人において、法第４５条の１９第１項及び社会福祉法施行規則（昭和２６年厚生省令第２８号）第２条の３０の規定に基づき作成される会計監査報告に「無限定適正意見」又は「除外事項を付した限定付適正意見」（除外事項が改善されている場合に限る。）が記載されていること。
　(ｲ)　(ｱ)の会計監査人設置法人以外で法第４５条の１９の規定による会計監査人による監査に準ずる監査（会計監査人を設置せずに、法人と公認会計士又は監査法人との間で締結する契約に基づき行われる監査であって、会計監査人による監査と同じ計算関係書類及び財産目録を監査対象とする監査をいう。）を実施する法人において、当該監査の際に作成された会計監査報告に「無限定適正意見」又は「除外事項を付した限定付適正意見」（除外事項が改善されている場合に限る。）が記載されていること。
　(ｳ)　 公認会計士、監査法人、税理士又は税理士法人（以下「専門家」という。）による財務会計に関する内部統制の向上に対する支援又は財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援を受ける法人において、専門家が当該支援を踏まえて作成する書類として厚生労働省が定める「財務会計に関する内部統制の向上に対する支援業務実施報告書」又は「財務会計に関する事務処理体制の向上に対する支援業務実施報告書」が提出されていること。
イ　アに該当しない法人において苦情解決への取組が適切に行われており、かつ、次の(ｱ)から(ｳ)までのいずれかに該当し、良質かつ適切な福祉サービスを提供するよう努めていること。

(ｱ)　福祉サービス第三者評価事業を受審し、その結果について公表を行い、サービスの質の向上に努めていること又はISO9001の認証取得施設を有していること。
(ｲ)　地域社会に開かれた事業運営が行われていること（例えば、福祉関係養成校等の研修生又は介護相談員の受入れ並びにボランティアの受入れ及び地域との交流が積極的に行われていること。）。

(ｳ)　地域の様々な福祉需要に対応した先駆的な社会貢献活動に取り組んでいること。
（4）　前年度及び前々年度に指導監査の対象とならなかった法人が、第１号ア及びイを満たした上で、前号ア又はイを満たす場合には、当該法人に対する今年度の指導監査は行わない。ただし、指導監査を行わない年度は、連続して次の年数を超えることができない。
ア　前号ア(ｱ)又は(ｲ)に該当する場合　４年
イ　前号ア(ｳ)又は同号イに該当する場合　３年
３　実施日、指導監査に当たる職員（以下「指導監査職員」という。）等については、指導監査の円滑な執行及びその実効を図るため、実施日の概ね１か月前に定めるものとする。

４　抜打的監査、確認監査又は特別監査を行う必要がある場合は、第１項の実施計画に所要の調整を加えるものとする。
（指導監査班の編成）
第５条　指導監査班は、原則として、要綱第３条に規定する担当課の職員２名以上をもって編成するものとする。
（法人に対する通知）
第６条　要綱第８条第１項に規定する実施の通知は、実地監査の実施に当たって行うものとし、実施の日時、場所、指導監査対象、指導監査職員名、役員の立会いの要請等必要な事項を明示するものとする。
（指導監査結果に対する措置）
第7条 　指導監査職員は、指導監査において指摘した事項を速やかに整
理し、要綱第９条第１項に規定する報告をするものとする。
（結果報告に対する処理）
　要綱第９条第３項に規定する改善措置の報告書の様式は、別記様式第１号とし、同様式により報告した改善状況に変更があった場合は、別記様式第２号により報告させるものとする。
（その他）
第９条　この要領に定めるもののほか法人の指導監査に関して必要な事項は、別に定めるものとする。
　　　付  則
この要領は、平成２５年６月１日から施行する。
付  則
（施行期日）

１　この要領は、平成２９年９月２７日から施行する。

（適用区分）

２　この要領による改正後の尾道市社会福祉法人指導監査実施要領の規定は、平成２９年度の指導監査から適用する。
